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長距離人口移動に対する社会環境アメニティの作用拳
－１９７０年から２０００年の国勢調査人口移動集計結果を利用して－
伊　藤　　　薫
１．はじめに
　本研究は、１９７０年、１９８０年、１９９０年及び２０００年の国勢調査の都道府県間移動データを使
用して、１５－１９歳、２０－２４歳、２５－２９歳及び３０－３４歳の長距離人口移動に対する社会環境
アメニティの作用を検討する。長距離人口移動に対する決定因としては、①実質個人所得、
②自然環境アメニティが知られており、これに加えて③社会環境アメニティの作用を検討
するものである。
　本研究の意義は、まず第１に、地域発展に関して新しい知見を提供することにある。従
来の見方では、所得増大など地域の経済発展こそが人口を増加させる最も主要な要因で
あった。しかし仮にアメニティが人口移動の主要な決定因であれば、より好ましいアメニ
ティの提供が地域発展の新たな地域戦略となりうる。人口減少が日本に訪れようとしてい
る現在、地域人口に大きな影響がある人口移動の決定因を把握することは、自治体行政を
始め、地域には重要な課題であると考える。第２の意義は、地域間効用格差に関する経済
理論の２つの見方に対して、実証的な情報を提供することである。所得格差仮設では賃
金・所得が、地域間効用均衡仮説では賃金・所得に加えてアメニティが、主要な説明変数
となる（伊藤薫（２００３ａ）参照）。
　本研究で検討する基本仮説の内容は、「所得が低い社会では所得獲得が重要なので地域
間所得格差が人口移動の主要な決定因であるが、社会全体の所得増大に伴って地域間所得
格差の作用は低下し、人口移動の決定因としてアメニティの地域間の差異の作用が高ま
る」というものである。これに関連する見方は、国民生活審議会調査部会編（１９７４、ｐ.２２）
拳　本論文は、２００５年９月１０日に日本計画行政学会第２８回全国大会で報告した「長距離人口移動
に対する社会環境アメニティの作用について」を大幅に加筆修正したものである。本研究実施
に当り名古屋大学大学院の多和田眞教授及び根本二郎教授よりご教示をいただいた。記して感
謝したい。なお、いうまでもなく、本研究の誤りは、全て筆者に帰せられるものである。
＊　筆者の所属は、岐阜聖徳学園大学経済情報学部　連絡先：kitoh@gifu.shotoku.ac.jp
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で以下のように表明されている。「所得水準が低く、まだ経済的に貧しい段階では福祉の
向上は経済的豊かさの増大と密接に関連していたと考えられていた。しかしながら、所得
水準が向上するにつれて、人々の欲求は多様化、高度化し、経済的な豊さのみでなく、余
暇、精神的な充実、より快適な生活環境等を求めるようになる。…このような経済社会の
変化の結果として、人々の福祉の要因は、経済的要因のみでなく、より広汎な社会的要因
を含んだものとなってくる。」
　住民基本台帳人口移動報告により、日本の人口移動の推移をみると（図表１－１－１、
図表１－１－２）、高度経済成長期にあった３大都市圏への大量の流入超過は石油危機後
にほぼ解消し（第１次人口移動均衡化期）、バブル経済期の東京一極集中を経て、１９９０年代
半ばに再び各地方の転入・転出人口がほぼ均衡状態となり（第２次人口移動均衡化期）、そ
の後２０００年前後に東京圏へ再集中が生じている。一方、人口１人当り個人所得は１９５５年か
ら２０００年に、名目３７.９倍、実質６.５倍に増大した（国民経済計算）。地域間の所得格差は、高
度経済成長期に最大でありバブル期も大きかったが、石油危機下とバブル崩壊後は小さ
かった。また東京圏の所得水準は石油危機後も高水準を保ってきた（県民経済計算、図表
１－２－１、図表１－２－２）。平均気温は緩やかに上昇を続け、４６県庁所在都市平均の平
年値で１９５０年１３.７℃から２０００年１４.７℃へ上昇した（『理科年表』）。２０世紀後半の人々の暮ら
しや意識の変化は激しかった。例えば、エンゲル係数は１９５５年の４７程度から２０００年の２３程
度に低下し、サービス支出割合は１９７５年２８％程度から２０００年４１％程度に上昇した（家計調
査）。「物の豊かさ」より「心の豊かさ」を選ぶ人々の割合が増大した（内閣府「国民生活
に関する世論調査」）。以上のように２０世紀後半の日本は、激しい変化を経験しており、地
域統計の充実と相俟って上記の基本仮説の検証をするのに相応しい。
　本研究では基本仮説を、次の２つの研究課題に分けて検討する。
研究課題１：社会環境アメニティは長距離人口移動に作用しているか
図表１－１－１　１０地方別の流入超過数の推移
（その１、１９５４年～２００５年）
注）沖縄県を含まず。
資料）総務省統計局「住民基本台帳人口移動報告」
図表１－１－２　１０地方別の流入超過数の推移
（その２、１９５４年～２００５年）
注）沖縄県を含まず。
資料）総務省統計局「住民基本台帳人口移動報告」
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研究課題２：長距離人口移動に対する社会環境アメニティの作用は強まったか
　自然環境アメニティの作用については、別稿で詳しく検討した（伊藤薫（２００６ａ，２００６
ｂ））ので、本研究では社会環境アメニティに重点を置いて検討したい。
　本研究では計算ソフトとして、主にEViews5.1を使用した。本研究は、平成１７年度科学
研究費補助金（研究課題：戦後日本の長距離人口移動の決定因における男女・年齢別の差
異と変化の基礎研究、課題番号：１６５３０１４３、研究代表者：伊藤薫）の一部を使用して実施
した。
２．先行研究
（１）社会指標の先行研究
　社会環境アメニティの水準を把握する試みは、一般に「社会指標」と総称される指標作
成でなされてきたので、まず社会指標の先行研究について紹介する。日本における社会指
標の経緯を簡単にまとめたものとして、伊藤薫（２００５）があり、本研究の基礎になってい
る。
　社会指標は、アメリカ政府、国連あるいはＯＥＣＤでなされてきており、様々な研究成
果がある。国連は、世界人口白書において各国の社会指標を掲載しており、類似のもとし
て、国連開発計画（ＵＮＤＰ）は人間開発指標を公表している。日本における社会指標の
報告書としては、国民生活審議会調査部会編（１９７４）を嚆矢とし、国民生活審議会総合政
注）実質個人所得水準値＝当該地域の人口１人当たり実質個人所
得／全国
　沖縄県を含まず。
資料）内閣府「県民経済計算」、総務省統計局「消費者物価指数地
域差指数」
図表１－２－１　１０地方別の実質個人所得水準値
の推移（その１、１９５５年度～２００３年度）
注）実質個人所得水準値＝当該地域の人口１人当たり実質個人所
得／全国
　沖縄県を含まず。
資料）内閣府「県民経済計算」、総務省統計局「消費者物価指数地
域差指数」
図表１－２－２　１０地方別の実質個人所得水準値
の推移（その２、１９５５年度～２００３年度）
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策部会調査委員会編（１９８６）、経済企画庁国民生活局編（１９９２）、国民生活審議会総合企画
部会編（２００２）など各種のものがある。平山祐次（１９７６）は、１９７０年代までの国際的な研
究動向、日本の中央官庁、都道府県の作成状況など、広汎に社会指標を紹介している。こ
のほかに降矢憲一（１９７７）がある。
　経済学から生活水準の地域間格差の把握を目指した先行研究として、真継隆（１９８０）、加
藤尚史（１９９０、１９９１）赤井伸郎・大竹文雄（１９９５）、大城純男（２００３）がある。
　経済学以外からの社会指標の先行研究としては、盛山和夫（１９７４）、今田高俊・佐藤嘉倫
（１９８３、１９８５）、三重野卓（１９７８）など、管見の限りでは社会学の先行研究が多いように見
受けられる。
（２）人口移動に対する社会環境アメニティの作用の先行研究（日本）
　次に、人口移動に対する社会環境アメニティの作用を回帰分析を利用して検討した先行
研究としては、富岡武志・佐々木公明（２００３）、伊藤薫（２００４ａ）がある。
　富岡武志・佐々木公明（２００３）は、東北・関東の２０８都市を対象に、１９９１年から１９９５年の
純流入率を被説明変数とし、人口１人当り賃金所得、地価、最低気温（平均以上１、平均
以下０のダミー変数）、下水道普及率、病床数、大学・短大学生数、人口密度（ダミー変
数）、金融機関数・小売商数・飲食店数・サービス業の合成変数で説明する回帰分析を行っ
た。最低気温については５％有意、下水道普及率、病床数、大学・短大学生数については
１０％有意、合成変数については１％有意であったと報告している。また賃金所得と地価に
ついては１％有意としている（１）。
　伊藤薫（２００４ａ）は、１９９０年国勢調査（移動対象期間は１９８５年から１９９０年）の１０地域間
移動データ（男女・年齢５歳階級別）を対象に、新国民生活指標（ＰＬＩ）の８分野別指
標及び総合指標、人口１人当り実質個人所得、平均気温を説明変数として、修正重力モデ
ルによって回帰分析をしたものである。その結果は、「ＰＬＩ地域別指標あるいはその分
野別指標のいずれか１つを、所得水準、平均気温で説明する修正重力モデルに加えた場合
に、決定係数が最高なのは「働く」であるが多重共線関係が疑われ、符号条件などから意
味があるのは「費やす」「遊ぶ」「交わる」の場合であったが有意性は低かった。以上から、
①経済的豊かさが長距離人口移動の主要な決定因であるという従来の経済学の伝統的理論
は補強、支持されたと考えられるが、一方で②弱い関係ながら「遊ぶ」「交わる」が作用し
ていることから、経済的豊かさ以外の暮らしの豊かさが長距離人口移動に弱いながらも作
用している可能性を示すとも解釈できる。」というものであった。
　アメリカについては、先行研究が多数あると考えられるが、現在は未整理である。
Greenwood（１９９７）を参照することが便利である。
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（３）移動理由調査における社会環境アメニティの割合
　日本では多数の移動理由調査が実施されてきたが、これは「足による投票」の意思決定
の理由を直接本人に尋ねた結果という意味で貴重であると考える。主要なものを、調査結
果を中心に紹介する。調査と調査結果の詳細は、伊藤薫（２００４ｂ）を参照されたい。
１）１９７７年北海道開発局社会移動意識調査
　この調査結果を分析した石南国（１９７８）は、「人口移動のアメニティ分析」というタイト
ルを持ち、管見の限りでは日本で初めてアメニティによって人口移動を分析した先行研究
と思われる。石はアメニティの構成要素と人口移動に対する作用を検討した後、北海道開
発局の調査結果を分析した。北海道開発局は北海道内４都市、１圏域から札幌市に移動し
た１６００名を対象に、１９７７年に郵送調査を実施し、４６２人（２８.９％）の回答を得ている。そし
て、アメニティ要因と関連する移動の割合は２９.４％に達するとし、「決してそのウエイトが
低いとはいえないようだ」と評価している。
２）１９８１年国土庁調査
　国土庁計画・調整局編（１９８２）によれば、「住宅」の理由の中に、「前にいたところの買
い物などが不便だった」は全国集計結果の複数回答で２.４％、単数回答で０.２％、「前にいた
ところは公害・災害の危険があった」は複数回答で２.１％、単数回答で０.８％であった。以上
のように、人口移動理由に占める社会環境アメニティの割合は、非常に低いものであった。
３）国立社会保障・人口問題研究所の移動理由調査（１９９１年、１９９６年、２００１年）
　国立社会保障・人口問題研究所（２００５）などによれば、１９９１年調査では「住宅事情」に
一括されており、社会環境アメニティの割合は不明である。１９９６年調査では、「生活環境上
の理由」が調べられ、現住居への移動者ベースの全国集計結果で３.０％（単数回答）であり、
２００１年では５.３％であった。このように、人口移動理由に占める社会環境アメニティの割合
は、低いものであった。
４）東京都居住環境等移動理由別人口調査（１９７１年～１９９６年）
　伊藤薫（２００２）によれば、「公園・公害・災害」を移動理由とする南関東以外との移動割
合は、１９７１年から１９９６年（５年毎）の期間で、転入は０.１％～０.３％、転出は１.０％～３.１％であっ
た。人口移動理由に占める社会環境アメニティの割合は、非常に低いものであった。
５）岐阜県人口動態統計調査（１９８１年～現在）
　伊藤薫（２００１ｂ）などによれば、調査項目の中に「生活環境の利便性」がある。市町村
作成の調査票上では「生活環境（医療・買物など）」となっており、『調査の手引』では
「生活環境の利便性：生活環境とは生活基盤（道路・上下水道・排水など）の整備、居住環
境（日照・騒音・自然空間など）及び生活の利便性（医療・買物など）を含む。」と説明さ
れている。県内市町村間移動では、１９８１年２.７％から２０００年７.４％へ、県外転入では同じく
－26－
Review of Economics and Information Studies
１.６％から７.３％へ、県外転出では１.６％から４.７％へ増加してきており、２０００年段階では１０％
に達していないが増加傾向にあることが注目される。岐阜県への流入超過数は、１９８１年４８
人の流出超過から２０００年２９６人の流入超過であった。
（４）自然環境アメニティの作用に関する先行研究
　富岡武志・佐々木公明（２００３）に加えて、筆者による先行研究が２点ある。
　伊藤薫（２００６ａ）は、１９５５年から２０００年の全国９地方間の住民基本台帳人口移動報告の
移動データを使用して、気候の作用を検討したものである。得られた結論は、以下のとお
りである。
①実質個人所得の作用は、流入超過率モデルでは高所得地への流入超過促進に、修正重力
モデルでは高所得地域への移動促進に作用していた。反応スピードβの符号と時期的変化
はモデル間でほぼ同一であり、高度経済成長期とバブル経済期に大きく、２度の人口移動
均衡化期にほぼゼロとなったが、東京再集中期に再びやや大きくなった。
②気候指標のうち、温暖指標は、流入超過率モデルでは寒冷地への流入超過促進から温暖
地への流入超過促進へ変化し、しばしば高い説明力があった。しかし修正重力モデルでは、
１９５０年代後半の寒冷地への移動促進から温暖地への移動促進の傾向に変化したとはいえ、
説明力は低かった。湿潤指標と日照・降水量指標は、明確な特徴を見出せなかった。
③全国的な所得増大に伴って、高所得地への移動促進の反応スピードβに対する地域間所
得格差の作用が弱まる明確な関係がある。同時に、地域間所得格差の拡大（縮小）は、反
応スピードβに対する地域間所得格差の作用を強める（弱める）明確な関係がある。
④全国的な所得増大に伴って、温暖指標の反応スピードγ１に対する地域間温暖格差の作
用は温暖地への移動促進傾向が強まるように作用したが、余り明確な関係ではない。
　もう一つの先行論文（伊藤薫（２００６ｂ））は、全国９地方別の加齢過程別純移動率推定値
に対する、実質個人所得と気候アメニティの作用の変化を、１９５５年から２０００年について検
討したものである。得られた結論は以下のとおりである。
①移動者に占める割合が大きい「１０－１９歳⇒１５－２４歳」の加齢過程では、戦後日本の所得
増大は、人々の所得格差に対するに反応スピードβを低下させるように作用したことが判
明した。その他の加齢過程では、「２０－２４歳⇒２５－２９歳」のように、βの大きさは所得格差
の大きい時期は正であるが、小さい時期は負（所得と純移動率が逆相関）となるように、
所得格差の大小と比例的な関係が見出された。
②気候７変数は、全体として純移動率に有意に作用していた。平均気温あるいは温暖指標
は、石油危機後の主として３０代以降の加齢過程とその子供に、温暖な地域への純移動率上
昇にしばしば有意に作用していた。
③気候指標の係数に対する所得増大と所得格差の変化の作用は、明確には判明しなかった。
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　以上のように、伊藤の２先行研究からは、①実質個人所得が人口移動に強く作用し、所
得増大が所得の作用を弱めるように作用してきたことは判明したが、②気候については人
口移動に作用している結果がしばしば得られたものの、所得増大との関係は明確には判明
しなかった。
３．移動理由と地域区分
　国土庁「人口移動要因調査」は、日本全国の１９８０年から８１年にかけての市町村への転入
者を母集団として実施した移動理由調査である（国土庁（１９８２））。この調査の複数回答結
果から、次のことが判明した。①３大都市圏内移動では「住宅」の割合が、４８.３％と非常
に多い。②３大都市圏間移動では「職業」が８割を超えているが、とりわけ「転勤」が６
割に達している。③３大都市圏から地方圏への移動では、「職業」が６割を超えているが、
同時に「家庭」を答えた割合がほぼ半数に近い（Ｕターン移動では６５％程度）。④地方圏か
ら３大都市圏への移動では、「職業」が７割をこえる圧倒的な移動理由となっている。以上
のように、本調査は、移動理由が移動の地域パターンによって相違があることを鮮やかに
示した。
　そこで、地域区分に当っては、所得水準と相関の強い地価の影響を強く受ける大都市圏
内部の住宅移動を除外するために、大都市圏を包摂する地域区分の設定が重要となる。本
研究では、以下の１０地方区分を採用する。北海道、東北（青森、岩手、宮城、秋田、山形、
福島、新潟）、関東内陸（栃木、群馬、山梨、長野）、関東臨海（茨城、東京、神奈川、埼
玉、千葉）、東海（岐阜、静岡、愛知、三重）、北陸（富山、石川、福井）、近畿（滋賀、京
都、大阪、兵庫、奈良、和歌山）、中国（鳥取、島根、岡山、広島、山口）、四国（徳島、
香川、愛媛、高知）、九州（福岡、佐賀、長崎、熊本、大分、宮崎、鹿児島）である。沖縄
県は、基礎データが入手できない年次があり、残念ながら除外する。石川義孝（１９９４、pp．
７９－８１）が指摘した、隣接性を有すると思われる都道府県間の２６ベクトルのうち、上記の
地域区分をまたがるものは、岡山県⇔徳島県のみである。
４．修正重力モデル
　経済学における人口移動分析の基本的なツールは「効用」であり、「人々は効用の高い地
域へ移住する」という見方が最も基礎的な分析枠組みである。代表的個人の効用関数を想
定すると、効用の高い地域へ一方向の移動が生ずることとなるが、現実には転勤など様々
な要因により双方向の移動が存在する。そこで本研究では双方向の移動を前提とする修正
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重力モデルを使用する。
　同一年齢階級に属する代表的個人の効用Ｕは、所得Ｙ、自然環境アメニティＮＡ、社会
環境アメニティＳＡで決定されると想定する。すなわち、
　　　Ｕ＝Ｕ（Ｙ，ＮＡ，ＳＡ）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（４－１）
　仮に、①住居移動の制限が制度的になく、②移動コストがゼロと仮定すれば、人々は自
らの効用を高めるために、所得の高い地域に、あるいはアメニティの高い地域へ移動する
であろう。
　修正重力モデルは、重力モデルに修正項が加えられたものである（（４－２）式）。欧米
では１９６０年代に入って修正重力モデルの応用が活発になったが、重力モデルの変数に行動
的な内容が与えられ、移動の意思決定に強く影響すると期待される追加的な変数が推定さ
れる関係に含まれるようになった（Greenwood and Hunt（２００３）、p.２７）という。
　　　ｌｎＭｉｊ＝ｌｎβ０＋β１ｌｎＤｉｊ＋β２ｌｎＰｉ＋β３ｌｎＰｊ＋β４ｌｎ（Ｙｊ／Ｙｉ）
　　　　　　　　＋Σ　　αｎｌｎ（Ｘｊｎ／Ｘｉｎ）　　　　　　　　　　　　（４－２）
　ここでＹは所得を表す。Ｘには、失業率、都市化の程度、各種の気候アメニティ変数、
公共支出や税の測定値、多数の他の要因が含まれる、とされている。
　次に効用関数が仮に、
　　　Ｕ＝αＹβＮＡγＳＡδ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（４－３）
で表されるとすれば、地域ｉと地域ｊの効用格差は（４－４）式で表される。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（４－４）
　（４－２）式は、修正重力モデルの修正項に（４－４）式の２地域間効用格差を使用して
いると考えることができる。
５．被説明変数と説明変数
（１）被説明変数
　被説明変数として、１９７０年国勢調査、１９８０年国勢調査、１９９０年国勢調査及び２０００年国勢
調査の「１５－１９歳の男」、「２０－２４歳の男」「２５－２９歳の男」及び「３０－３４歳の男」の移動数
を使用する。１９８０年から２０００年調査では「６０－６４歳の男」、「６５－６９歳の男」、「７０－７４歳の
男」も使用する。なお１９７０年調査では、６５歳以上人口は一括されて表章されている。女は、
結婚のための移動、随伴移動が多く、男の方が移動の主因者であることが多く、人口移動
の決定因を把握しやすい。また人口移動は１５－３４歳に集中して生ずる年齢選択的な現象で
あり、１５－２４歳は４調査を通じて大都市圏への移動が優勢であるが、２５－３４歳は石油危機
ｍ
ｎ＝１
Ｙ ＮＡ ＳＡβｉ γｉ δｉ
Ｙ　ＮＡ　ＳＡ　βｊ γｊ δｊ
Ｕｉ
Ｕｊ
＝
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以降、地方圏への還流移動が優勢となった。このため、年齢別の分析が非常に重要である。
退職後の年齢階級を取り上げる意義は、伊藤薫（２００３ｂ）により１９９０年国勢調査の６５－６９
歳などで温暖な気候の作用が有意であることが見出され、社会環境アメニティの作用が期
待されるからである。
　人口移動の定義をみると、１９７０年国勢調査と１９８０年国勢調査では、①現住所に入居した
時期が過去１年間である人について、②その前住地が調査されており、例えば１０ヶ月前に
他の地方から転入し、３ヶ月前に同一市町村で転居した場合は、他の地方からの転入には
計上されていないのに注意が必要である（２）。１９９０年国勢調査及び２０００年国勢調査では、
５年前の常住地との比較で移動が把握されており、「１５－１９歳」の表章データは、「１９８５年
の１０－１４歳が１９９０年の１５－１９歳になる加齢過程」の調査結果である。この方法では、例え
ば他地方の大学に進学し、卒業後に出発地に還流移動した場合は、移動者として把握され
ないことに注意が必要である。
　各調査の地域間移動数でゼロのケースは、１９８０年については６５－６９歳で２ケース、７０－
７４歳で５ケースであり、１９９０年については７０－７４歳で１ケース、２０００年についてはゼロで
あった。修正重力モデルは対数を使用するが、EViewsの計算においては、数値ゼロのサン
プルは自動的に除外されて計算される。このために、該当のケースでは修正重力モデルの
標本数は９０より小さい。
　基礎統計量を図表５－１に示す。
変動係数標準偏差最小最大単純平均標本数項　　目番号年次
２．１９８
１．５９１
１．４０５
１．４０８
７，２１７．６
５，８５４．０
２，５９３．８
１，６４１．９
１０
１５
２５
２５
５１，２１５
３４，８４５
１１，８７５
７，６１０
３，２８４．３
３，６７９．３
１，８４５．６
１，１６６．５
９０
９０
９０
９０
１５－１９歳移動数・男
２０－２４歳移動数・男
２５－２９歳移動数・男
３０－３４歳移動数・男
ＤＶ０１
ＤＶ０２
ＤＶ０３
ＤＶ０４
１９７０
１．９６１
１．４８３
１．４１３
１．３６６
１．６７２
１．５６１
１．３９９
３，９６９．５
３，１８１．９
２，０５９．１
１，５６７．３
１６１．５
１０６．３
６１．２
１６
４６
３９
４０
１
０
０
２７，３４７
１８，０１２
１０，０１４
７，０４６
１，１５６
７０１
３０８
２，０２４．１
２，１４５．２
１，４５７．１
１，１４７．６
９６．６
６８．１
４３．７
９０
９０
９０
９０
９０
８８
８５
１５－１９歳移動数・男
２０－２４歳移動数・男
２５－２９歳移動数・男
３０－３４歳移動数・男
６０－６４歳移動数・男
６５－６９歳移動数・男
７０－７４歳移動数・男
ＤＶ０５
ＤＶ０６
ＤＶ０７
ＤＶ０８
ＤＶ０９
ＤＶ１０
ＤＶ１１
１９８０
１．５９５
１．６８０
１．５３６
１．４７４
１．４２８
１．４８１
１．４６３
５，８３４．４
１４，３０４．２
８，３４８．８
４，５７２．１
６７１．２
３３３．２
１９３．０
６０
７８
１２６
９２
１０
２
０
３６，５４８
８７，９３３
３８，９３６
１９，４０４
３，１３２
１，３８３
８２３
３，６５９．０
８，５１４．０
５，４３５．５
３，１０１．９
４７０．１
２２５．０
１３２．０
９０
９０
９０
９０
９０
９０
８９
１５－１９歳移動数・男
２０－２４歳移動数・男
２５－２９歳移動数・男
３０－３４歳移動数・男
６０－６４歳移動数・男
６５－６９歳移動数・男
７０－７４歳移動数・男
ＤＶ１２
ＤＶ１３
ＤＶ１４
ＤＶ１５
ＤＶ１６
ＤＶ１７
ＤＶ１８
１９９０
１．５１１
１．４６０
１．４０２
１．５２１
１．５８１
１．６３８
１．５２３
３，７０３．３
９，５４８．１
７，４５０．４
５，３７５．９
９９４．３
５５８．１
２９１．７
４３
１１０
１４６
９０
１３
８
３
２１，９８０
５６，３９０
３５，２４４
２４，３６８
５，１３６
２，９５９
１，３５４
２，４５０．８
６，５４０．２
５，３１５．５
３，５３３．８
６２８．９
３４０．７
１９１．５
９０
９０
９０
９０
９０
９０
９０
１５－１９歳移動数・男
２０－２４歳移動数・男
２５－２９歳移動数・男
３０－３４歳移動数・男
６０－６４歳移動数・男
６５－６９歳移動数・男
７０－７４歳移動数・男
ＤＶ１９
ＤＶ２０
ＤＶ２１
ＤＶ２２
ＤＶ２３
ＤＶ２４
ＤＶ２５
２０００
図表５－１　被説明変数の要約
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（２）説明変数
　説明変数は、①人口１人当り実質個人所得、②平均気温、③社会環境アメニティ、④人
口及び⑤距離の４グループからなる。
　①人口１人当り実質個人所得は経済学では最も重要な説明変数である（伊藤薫（２００３ａ））。
本研究では、県民経済計算から算出した人口１人当り実質個人所得を使用する。実質化に
は消費者物価指数地域差指数を用いた。１９９０年度と２０００年度の数値としては、人口や社会
環境アメニティと同じようにそれぞれ１９８５年度と１９９０年度の平均、１９９５年度と２０００年度の
平均を使用した。
　県民経済計算の個人所得の代わりに、賃金構造基本調査の１人当り賃金を使用する方法
も考えられるが、国勢調査による第１次産業就業者数の割合は１９７０年１９.３％、１９８０年１０.９％
なので、第１次産業の所得を反映できる上記の指標を使用することが望ましいと考える。
　②平均気温については、国立天文台編（２００２）などにより１９７０年、１９８０年、１９９０年、２０００
年の年平均平年値（過去３０年間平均値）（単位：℃）を使用した。各地域の数値は、県庁所
在都市（一部に例外があり）の単純平均により求めた。
　③社会環境アメニティについては、第５．３節で説明する。
　④人口は、１９７０年と１９８０年は国勢調査人口から推計した前年と国勢調査年の平均を使用
した。１９９０年と２０００年は、それぞれ１９８５年と１９９０年の平均、１９９５年と２０００年の平均を使用
した。
　⑤距離の変数として、物理的距離（都道府県県庁間の大圏間距離、国立天文台編（２００２）
による）を全ての年次で固定して使用した。地域間の距離は、都道府県庁間の距離の単純
平均による。
　年齢５歳階級別人口と距離の基礎統計量を図表５－２に示す。実質個人所得と平均気温
の基礎統計量は、図表５－４に示す。
（３）社会環境アメニティ
　本研究では、説明変数の②社会環境アメニティを幅広く考えることとする。
　社会環境アメニティが何を含むかについては、中村良平・田渕隆俊（１９９６、p. ２７８）に
以下のように例示がある。筆者の整理であるが、①公共的な性質を持ったサービスの水準
（道路環境、公園の充実度、教育環境、文化施設の充実度など）に加えて、②マイナスのア
メニティ（交通事故の発生率、犯罪の発生率など）も例示されている。中村・田渕（１９９６）
では自然環境アメニティに分類されている、③災害の発生可能性（大気汚染、水質汚濁、
騒音など）も公害については「人為による結果」という意味で、社会環境アメニティに含
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んでも良いと筆者は考える。
　本研究では、伊藤薫（２００５）で把握された「社会指標」に共通して採用された指標を中
心に、将来の研究の発展も考慮して、１９７０年から２０００年までの期間で収集可能な指標を、
資産や労働に関連する項目を含めて３４種類使用することとした。その明細を、図表５－３
に示し、その基礎統計量を図表５－４に示す。
　この指標作成で留意したのは、以下のとおりである。
①１９７０年から現在まで収集可能な、広範囲な種類のデータを選択する。
②数値の上昇が望ましさを反映する指標を選ぶ。この観点から、「離婚」は除外した。
③数値の上昇が望ましさを反映するように、分母・分子を工夫する。方法１：例えば、通
常は「人口１０万人当り公害苦情件数」が使用されるが、本研究では「公害苦情件数１件当
り人口」として、数値の上昇が社会的に望ましい状態を示すように工夫した。方法２：逆
数を取る方法も併用する。失業率は、非失業率（就業率）を考えることが可能であるが、
これは９０％台となって地域間の倍率格差が非常に小さくなってしまい、差異の表現が難し
い。
④１９７０年、１９８０年に調査結果のないデータは、原則として補間により求めた。１９９０年と
２０００年は、それぞれ１９８５年と１９９０年の平均、１９９５年と２０００年の平均を使用した。
　一方、問題点としては、以下のものがある。
変動係数標準偏差最小最大単純平均標本数項　　目番号年次
０．６５１
０．９３７
０．９１６
０．８４２
２９７，７３５．４
４９８，２８８．６
４１４，２４７．０
３５２，４２１．２
１１８，０５６．２
１２１，００４．７
１０５，０６４．２
９５，９２２．４
１，０９５，０１２．０
１，７４４，２７３．０
１，４４３，３０４．０
１，２４８，２２１．０
４５７，４００．８
５３１，６４２．８
４５２，０５２．５
４１８，５３０．２
１０
１０
１０
１０
１５－１９歳人口・男
２０－２４歳人口・男
２５－２９歳人口・男
３０－３４歳人口・男
ＩＶ０１
ＩＶ０２
ＩＶ０３
ＩＶ０４
１９７０
０．７４６
０．９２６
０．８２２
０．８１９
０．６０８
０．６０４
０．５７７
３１１，４３８．２
３６３，１２２．６
３６９，７９１．４
４４０，５３７．２
１１８，２８８．２
１０６，０６０．１
７７，２５６．９
１０３，６９８．９
８４，２６５．３
１０４，１４９．１
１３７，５６９．６
６０，１９７．２
５５，１６５．５
４２，１４７．２
１，１２７，３２９．０
１，２９６，４２０．０
１，３４６，４８７．０
１，５９２，７０４．０
４４９，７１４．８
３９７，６２６．０
２８６，０９９．２
４１７，７０６．８
３９２，１２９．３
４４９，６１２．５
５３７，９７７．５
１９４，６６３．３
１７５，４７０．６
１３３，８８５．９
１０
１０
１０
１０
１０
１０
１０
１５－１９歳人口・男
２０－２４歳人口・男
２５－２９歳人口・男
３０－３４歳人口・男
６０－６４歳人口・男
６５－６９歳人口・男
７０－７４歳人口・男
ＩＶ０１
ＩＶ０２
ＩＶ０３
ＩＶ０４
ＩＶ０５
ＩＶ０６
ＩＶ０７
１９８０
０．８０７
０．９５５
０．９９１
０．８４６
０．６６１
０．６２２
０．６０６
４０９，９６６．８
４２８，８２０．３
４０４，３９０．０
３２９，３０７．７
２１７，９６５．３
１４１，２６１．６
１００，４５６．０
１２８，８０７．５
９９，４９６．５
８７，１７０．０
９０，８０７．５
９０，９７９．０
６６，３６８．０
５１，５４７．０
１，４７２，３８０．０
１，５１２，９８０．０
１，４３０，２５８．０
１，２００，９０１．０
８１０，２００．５
５３５，７２４．５
３８３，７２３．０
５０７，８６４．０
４４９，０６９．３
４０８，１８７．３
３８９，０３１．０
３２９，９３４．９
２２７，１３４．１
１６５，８０６．５
１０
１０
１０
１０
１０
１０
１０
１５－１９歳人口・男
２０－２４歳人口・男
２５－２９歳人口・男
３０－３４歳人口・男
６０－６４歳人口・男
６５－６９歳人口・男
７０－７４歳人口・男
ＩＶ０１
ＩＶ０２
ＩＶ０３
ＩＶ０４
ＩＶ０５
ＩＶ０６
ＩＶ０７
１９９０
０．７４９
０．８６７
０．９７４
１．０００
０．８３５
０．７４０
０．６５７
２８３，３２０．５
３７２，９０７．２
４８２，６３８．１
４３９，９３９．９
３１６，６７８．９
２５５，６６９．７
１８４，７３２．９
９３，４２１．０
１０２，７９３．０
１１４，５１０．０
９６，２２４．０
８８，８６６．５
８７，４８３．０
７８，１３０．０
１，０２９，５０４．０
１，３３８，９５８．０
１，７０４，０１７．０
１，５５４，５８２．０
１，１３７，０６８．０
９３８，２８２．５
６９０，６１６．０
３７８，０３９．５
４２９，９４２．７
４９５，４７４．４
４４０，１５３．７
３７９，４７９．２
３４５，４９９．２
２８１，３８６．６
１０
１０
１０
１０
１０
１０
１０
１５－１９歳人口・男
２０－２４歳人口・男
２５－２９歳人口・男
３０－３４歳人口・男
６０－６４歳人口・男
６５－６９歳人口・男
７０－７４歳人口・男
ＩＶ０１
ＩＶ０２
ＩＶ０３
ＩＶ０４
ＩＶ０５
ＩＶ０６
ＩＶ０７
２０００
０．５８９３２６．７１２８．６１，４７９．５５５４．４９０距離ＩＶ０８共通
図表５－２　説明変数の要約（その１、年齢５歳階級別人口と距離、１９７０年から２０００年）
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問題点１：IV１１の「１人当り実質純貯蓄現在高」は、IV９実質個人所得とほぼ同義ではな
いかという疑問がある。この指標は、ストックの資産額を表示しているが、１９７０年（１９６９
年調査）の結果はIV９と比例的であった。しかし２０００年（１９９９年調査）は必ずしも比例的
ではない。地域の人々の暮らし方（経済生活における貯蓄態度）が反映されていると解釈
する。
問題点２：同一地域内において個人の努力で高い数値を獲得できる指標と、その地域で平
等に消費するアメニティが混在している。「１人当り畳数」は前者の例であり、「犯罪」や
「都市公園面積」は後者の例である。前者の社会環境アメニティとしての解釈は、「「１人当
り畳数」の高低はそれを獲得する可能性の高低を示している」と考えることである。
問題点３：変数間に高い相関があるものが存在する。これは重要な問題を含むので、次節
で検討する。
主要な基礎資料分母分子項目（単位）番号
県民経済計算総人口実質個人所得人口１人当り実質個人所得（万円）IV９
「理科年表」平均気温（℃）IV１０
全国消費実態調査
国勢調査
厚生労働省『労働市場年報』
厚生労働省「労働災害動向調査報告」
世帯人員
完全失業率（％）
有効求職者数
労働災害度数率
１世帯当りの（貯蓄現在高－負債現在高）
１
有効求人数
１
１人当り実質純貯蓄現在高（万円）
完全失業率（％、逆数）
有効求人倍率（倍）
労働災害度数率（逆数）
IV１１
IV１２
IV１３
IV１４
厚生労働省「都道府県生命表」
厚生労働省「人口動態統計調査」
厚生労働省「医師・歯科医師・薬剤師調」
厚生労働省「厚生行政報告例」
厚生労働省「社会福祉施設等調査報告」
乳児死亡数
総人口
総人口
６５歳以上人口
出生数
医師・歯科医師数
看護師・准看護師数
老人ホーム在所者数
平均寿命（男）（年）
平均寿命（女）（年）
乳児死亡１人当り出生数（人）
人口１０万人当り医師・歯科医師数（人）
人口１０万人当り看護師・准看護師数（人）
６５歳以上人口千人当り老人ホーム在所者数（人）
IV１５
IV１６
IV１７
IV１８
IV１９
IV２０
『日本の社会資本　世代を超えるストック』
厚生労働省「水道統計」
『日本の社会資本　世代を超えるストック』
日本下水道教会「下水道統計（行政編）」
『日本の社会資本　世代を超えるストック』
総人口
総人口
総人口
総人口
総人口
実質生活関連社会資本（道路）
上水道給水人口
実質生活関連社会資本（水道）
下水道排水人口
実質生活関連社会資本（下水道）
生活関連社会資本（道路）（千円）
上水道給水人口割合（％）
生活関連社会資本（水道）（千円）
下水道排水人口割合（％）
生活関連社会資本（下水道）（千円）
IV２１
IV２２
IV２３
IV２４
IV２５
住宅統計調査
住宅統計調査
住宅統計調査
居住世帯有住宅数
居住世帯有住宅数
浴室のある住宅数
水洗トイレのある住宅数
浴室のある住宅割合（％）
住宅トイレ水洗化率（％）
１人当たり畳数（畳）
IV２６
IV２７
IV２８
国土交通省「都市公園等整備現況調査」
『日本の社会資本　世代を超えるストック』
文部科学省「社会教育調査報告」
総人口
総人口
総人口
都市公園面積
実質生活関連社会資本（都市公園）
図書館数
人口１人当り都市公園面積（㎡）
生活関連社会資本（都市公園）（千円）
人口１００万人当り図書館数（館）
IV２９
IV３０
IV３１
警察庁「犯罪統計書」
警察庁「交通事故統計年報」
消防庁「火災年報」
公害等調整委員会「公害苦情調査結果報告書」
刑法犯認知件数
交通事故発生件数
建物出火件数
公害苦情件数（典型７公害）
総人口
総人口
総人口
総人口
刑法犯１件当たり人口（人）
交通事故発生１件当り人口（人）
火災１件当り人口（人）
公害苦情１件当り人口（人）
IV３２
IV３３
IV３４
IV３５
厚生労働省「社会福祉施設等調査報告」
文部科学省「学校基本調査」
文部科学省「学校基本調査」
文部科学省「学校基本調査」
３－５歳人口
３－５歳人口
小学校児童数
中学校生徒数
保育所在籍者数
幼稚園在園者数
小学校教員数（本務者）
中学校教員数（本務者）
３－５歳１００人当り保育所在籍者数（人）
３－５歳１００人当り幼稚園在園者数（人）
小学校児童１００人当り教員数（人）
中学校生徒１００人当り教員数（人）
IV３６
IV３７
IV３８
IV３９
文部科学省「学校基本調査」
文部科学省「学校基本調査」
文部科学省「学校基本調査」
文部科学省「学校基本調査」
『日本の社会資本　世代を超えるストック』
長欠児童数割合（％）
長欠生徒数割合（％）
中学校卒業者数
高校卒業者数
総人口
１
１
高校進学者数
大学・短大進学者数
実質生活関連社会資本（文教）
小学校長期欠席児童数割合（％）（逆数）
中学校長期欠席生徒数割合（％）（逆数）
高校進学率（％）
大学・短大進学率（％）
生活関連社会資本（文教）（千円）
IV４０
IV４１
IV４２
IV４３
IV４４
　備考）IV９とIV１０は、「消費者物価指数地域差指数」で実質化した。
図表５－３　説明変数一覧表（実質個人所得、平均気温、社会環境アメニティ）
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図表５－４　説明変数の要約（その２、実質個人所得・平均気温・社会環境アメニティ、１９７０年と2000年）
（１）１９７０年
変動係数標準偏差最小最大単純平均標本数項目（単位）番号
０．１３３５．９０３６．３３５４．７２４４．３３１０人口１人当り実質個人所得（万円）IV９
０．１８３２．４９７．８０１６．１６１３．５９１０平均気温（℃）IV１０
０．２５８
０．３３１
０．７５６
０．３１１
６１．８７
０．２８
１．１９
０．０３
１６５．０４
０．４４
０．４２
０．０４
３６１．８２
１．２６
４．４０
０．１３
２３９．９６
０．８４
１．５７
０．０９
１０
１０
１０
１０
１人当り実質純貯蓄現在高（万円）
完全失業率（％、逆数）
有効求人倍率（倍）
労働災害度数率（逆数）
IV１１
IV１２
IV１３
IV１４
０．０１０
０．００５
０．０８９
０．１１２
０．２０６
０．２１５
０．７０
０．３９
６．５９
１６．６５
５９．２８
２．２３
６８．５６
７４．５８
６５．２２
１２７．９６
２０８．００
７．６５
７０．５６
７５．７６
８４．００
１７３．７３
３６７．２９
１５．１２
６９．６０
７５．１１
７３．８２
１４８．９７
２８８．４２
１０．３８
１０
１０
１０
１０
１０
１０
平均寿命（男）（年）
平均寿命（女）（年）
乳児死亡１人当り出生数（人）
人口１０万人当り医師・歯科医師数（人）
人口１０万人当り看護師・准看護師数（人）
６５歳以上人口千人当り老人ホーム在所者数
IV１５
IV１６
IV１７
IV１８
IV１９
IV２０
０．１９６
０．１１０
０．３４７
０．５５６
０．８８２
３９．０４
８．５２
１０．８５
７．９６
１４．８５
１４３．９６
６８．７０
２２．３２
７．５０
５．３９
２８９．１４
９２．８７
５０．４９
２７．５６
４３．１１
１９８．７０
７７．２０
３１．２８
１４．３２
１６．８５
１０
１０
１０
１０
１０
生活関連社会資本（道路）（千円）
上水道給水人口割合（％）
生活関連社会資本（水道）（千円）
下水道排水人口割合（％）
生活関連社会資本（下水道）（千円）
IV２１
IV２２
IV２３
IV２４
IV２５
０．１６０
０．７４０
０．１４６
１１．１７
１１．９９
０．９３
４８．１５
５．５２
５．０７
８１．７５
３８．０２
８．３８
６９．６９
１６．１９
６．３９
１０
１０
１０
浴室のある住宅割合（％）
住宅トイレ水洗化率（％）
１人当たり畳数（畳）
IV２６
IV２７
IV２８
０．５０６
０．１７０
０．５７５
１．３３
１．２９
６．１１
１．２８
５．２７
４．８３
６．２４
１０．０１
２５．５７
２．６２
７．５７
１０．６２
１０
１０
１０
人口１人当り都市公園面積（㎡）
生活関連社会資本（都市公園）（千円）
人口１００万人当り図書館数（館）
IV２９
IV３０
IV３１
０．２２８
０．１５４
０．１８１
０．５０５
２０．２２
２２．２５
３２３．９１
１，１９３．２２
５５．３３
１２０．７９
１，３７８．７５
１，２３４．８３
１１５．７９
１８３．６７
２，３４５．０２
４，４１９．６８
８８．５７
１４４．０７
１，７８６．５０
２，３６４．３３
１０
１０
１０
１０
刑法犯１件当たり人口（人）
交通事故発生１件当り人口（人）
災害１件当り人口（人）
公害苦情１件当り人口（人）
IV３２
IV３３
IV３４
IV３５
０．４７８
０．２４９
０．０８５
０．０７３
１４．４８
７．５４
０．３４
０．３６
１１．８２
１９．２５
３．５５
４．３８
５７．５９
４１．２２
４．４５
５．４４
３０．３３
３０．３５
４．０３
４．８８
１０
１０
１０
１０
３－５歳１００人当り保育所在籍者数（人）
３－５歳１００人当り幼稚園在園者数（人）
小学校児童１００人当り教員数（人）
中学校生徒１００人当り教員数（人）
IV３６
IV３７
IV３８
IV３９
０．１６６
０．２３４
０．０５８
０．１７９
０．１４１
０．５６
０．４１
４．８９
４．７８
１０．６８
２．４１
１．０５
７６．９３
１８．３３
５７．５８
４．０１
２．２３
９０．１２
３３．３２
９４．６６
３．３７
１．７５
８４．８９
２６．６８
７５．７３
１０
１０
１０
１０
１０
小学校長期欠席児童数割合（％）（逆数）
中学校長期欠席生徒数割合（％）（逆数）
高校進学率（％）
大学・短大進学率（％）
生活関連社会資本（文教）（千円）
IV４０
IV４１
IV４２
IV４３
IV４４
（２）２０００年
変動係数標準偏差最小最大単純平均標本数項目（単位）番号
０．１０１２６．２０２２８．８６３０９．６３２６０．６０１０人口１人当り実質個人所得（万円）IV９
０．１７７２．５１８．４３１６．７４１４．１５１０平均気温（℃）IV１０
０．２００
０．１７７
０．２１９
０．２５８
５２６．３８
０．０４
０．１３
０．１４
１，９２８．５５
０．１８
０．４０
０．２６
３，３９９．２１
０．３２
０．７６
０．７７
２，６２６．９８
０．２４
０．５８
０．５４
１０
１０
１０
１０
１人当り実質純貯蓄現在高（万円）
完全失業率（％、逆数）
有効求人倍率（倍）
労働災害度数率（逆数）
IV１１
IV１２
IV１３
IV１４
０．００４
０．００４
０．０８５
０．１００
０．２３３
０．１８３
０．３３
０．３１
２３．２１
２６．５０
２０１．５８
３．４７
７６．７９
８３．４３
２３９．３２
２２８．６２
５５５．３４
１４．５４
７７．７０
８４．４７
３２６．４２
３００．６６
１，１３４．７７
２４．８１
７７．１９
８４．０１
２７４．６３
２６６．１０
８６６．９５
１８．９５
１０
１０
１０
１０
１０
１０
平均寿命（男）（年）
平均寿命（女）（年）
乳児死亡１人当り出生数（人）
人口１０万人当り医師・歯科医師数（人）
人口１０万人当り看護師・准看護師数（人）
６５歳以上人口千人当り老人ホーム在所者数
IV１５
IV１６
IV１７
IV１８
IV１９
IV２０
０．２６４
０．０２９
０．１２３
０．３４９
０．２６２
４７２．１７
２．７４
３６．４８
１７．７５
７６．８０
１，０９９．７２
９０．６８
２２９．４６
２４．０７
１７７．１８
２，６２６．７０
９９．２８
３３４．９０
７８．５０
４０３．４０
１，７８９．５９
９５．１４
２９５．９４
５０．９０
２９２．６９
１０
１０
１０
１０
１０
生活関連社会資本（道路）（千円）
上水道給水人口割合（％）
生活関連社会資本（水道）（千円）
下水道排水人口割合（％）
生活関連社会資本（下水道）（千円）
IV２１
IV２２
IV２３
IV２４
IV２５
０．０１９
０．１０６
０．０９６
１．８５
８．４０
１．１５
９２．８７
６７．７０
９．９９
９７．７０
９３．１７
１３．９４
９５．９７
７８．８６
１１．９４
１０
１０
１０
浴室のある住宅割合（％）
住宅トイレ水洗化率（％）
１人当たり畳数（畳）
IV２６
IV２７
IV２８
０．４２１
０．２０４
０．３７６
３．５５
１２．７３
８．６０
４．５６
４８．４３
１５．３６
１７．３２
８６．０８
４４．７７
８．４２
６２．３０
２２．８９
１０
１０
１０
人口１人当り都市公園面積（㎡）
生活関連社会資本（都市公園）（千円）
人口１００万人当り図書館数（館）
IV２９
IV３０
IV３１
０．２２４
０．１５５
０．２１４
０．３８０
１６．１２
２３．７１
４６２．４７
１，１２１．６２
５１．４７
１３２．８５
１，７２２．３１
２，００３．８１
１０１．３０
１９５．３４
３，２３７．７１
５，６２５．７９
７２．０７
１５２．７４
２，１５６．３０
２，９５３．９２
１０
１０
１０
１０
刑法犯１件当たり人口（人）
交通事故発生１件当り人口（人）
災害１件当り人口（人）
公害苦情１件当り人口（人）
IV３２
IV３３
IV３４
IV３５
０．２７８
０．１６１
０．０９３
０．０７９
１６．８８
７．４５
０．５２
０．５０
３８．８９
２９．８３
４．７８
５．５７
９５．７８
５８．６８
６．４３
７．２２
６０．８３
４６．１６
５．６２
６．３４
１０
１０
１０
１０
３－５歳１００人当り保育所在籍者数（人）
３－５歳１００人当り幼稚園在園者数（人）
小学校児童１００人当り教員数（人）
中学校生徒１００人当り教員数（人）
IV３６
IV３７
IV３８
IV３９
０．１８６
０．１８４
０．０１２
０．１４６
０．１１８
０．２１
０．１２
１．１２
６．１３
６８．７９
０．９３
０．５１
９３．８７
３１．５６
５０７．１７
１．６０
０．８８
９８．０８
４８．３７
７１４．４９
１．１３
０．６３
９６．２９
４１．８９
５８３．５６
１０
１０
１０
１０
１０
小学校長期欠席児童数割合（％）（逆数）
中学校長期欠席生徒数割合（％）（逆数）
高校進学率（％）
大学・短大進学率（％）
生活関連社会資本（文教）（千円）
IV４０
IV４１
IV４２
IV４３
IV４４
　注）２０００年の説明変数は、原則として１９９５年と２０００年の平均である。
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（４）説明変数間の相関
　実質個人所得と３４個の社会環境アメニティ指標の間に強い相関が存在する。
　例えば、１９７０年において、「実質個人所得」と高い相関係数を持つ指標（図表５－５）に、
「実質純貯蓄現在高」０.９１、「平均寿命」０.９３、「乳児死亡」０.８９、「給水人口割合」０.９２、「生
活関連社会資本（下水道）」０.９０、「住宅トイレ水洗化率」０.９３、「火災発生件数」－０.８４、
「生活関連社会資本（文教）」－０.８９であった。実質個人所得の水準は、平均寿命や乳児死
亡と強い相関がある（国際的にもそうである）が、高所得が地域の衛生・栄養水準を高め
ている結果と推測される。また高所得は、水道や下水道、水洗トイレの普及と相関が非常
に強いが、こうした都会的生活様式は「都会的社会環境アメニティ」の内容と考えられ、
実質個人所得は１９７０年にはこの「都会的社会環境アメニティ」と硬く結びついていると考
えられる。一方、「火災件数」や「生活関連社会資本（文教）」は、所得と負の強い相関が
あるが、「都会的社会環境アメニティ」の中にはディスアメニティも存在する。
　以上の再説になるが、図表５－７に１９７０年の実質個人所得との相関係数が高い順に３４指
標を並べてみた。１９７０年に相関係数が０.９を超える「住宅トイレ水洗化率」、「給水人口割合」、
「下水道排水人口割合」は、都会的社会環境アメニティの代表的指標と考えられるが、これ
らの指標や実質個人所得は各地域の衛生・栄養水準の高低に作用して「乳児死亡率」や
「平均寿命」に作用すると推測される。こうした「都会的社会環境アメニティ」は「実質個
人所得」と硬く結びついて高度経済成長期の都市の魅力を作り上げていたと考えられる。
当時の人口移動の内容は、「人々は高い所得獲得機会を求めて大都市圏へ移動したが、これ
は同時に、都会的社会環境アメニティを求めての移動でもある」と考えられよう。
　２０００年（１９９５年と２０００年の平均）になると、実質個人所得と相関の強い指標は大幅に減
少した。相関係数０.９以上の指標はなくなった。相関係数の絶対値が０.８以上のものを挙げ
ると、「住宅トイレ水洗化率」０.８５、「生活関連社会資本（都市公園）」０.８１、「看護士・准看
護士」－０.８４、「小学校教員数」－０.８３の４項目となっている。戦後日本の経済成長がもた
らした全国的な所得増大は、高所得地が「都会的社会環境アメニティ」を強く持っている
という特徴を解消してきたといえる。「都会的社会環境アメニティ」は、日本の各地で入手
可能なものとなったのである。
　さて、以上のように、多数の指標を使用する場合に、回帰分析では多重共線性が生じ、
例えば２０００年の回帰計算で３４指標を使用するとEViewsは「Near singular matrix」（特異行
列に近い）と表示して計算を停止し、強い多重共線関係が存在する可能性を示した。こう
いう場合にデータの要約方法としてしばしば用いられるのが主成分分析であり、これによ
り得られた主成分得点を説明変数として使用する（マダラ（１９９６）、pp.２０５－２０７）。２００５年
の計画行政学会の報告では、この主成分得点を使用した分析を報告したが、各年次の第２
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主成分、第３主成分の意味の解釈が難しく、本報告では主成分分析は参考にとどめた。
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-0.20
0.54
0.50
-0.32
0.40
-0.371.000.71
-0.66
-0.40
-0.02
-0.25
0.62
-0.84
-0.59
-0.43
-0.59
0.13
-0.53
-0.37
-0.06
-0.12
0.26
0.27
0.01
0.55
0.31
0.47
-0.70
-0.18
-0.29
-0.32
-0.20
0.31
0.17
0.04
0.17
-0.42
0.23
0.31
-0.40
-0.10
0.19
-0.08
0.06
-0.56
-0.30
0.16
-0.10
0.22
-0.37
-0.18
-0.05
0.20
0.00
-0.34
-0.01
-0.61
-0.11
-0.26
-0.41
-0.27
-0.62
0.76
0.45
0.41
0.60
IV21
IV22
IV23
IV24
IV25
1.00-0.37
-0.32
-0.20
-0.30
1.000.40
0.54
0.66
1.000.50
0.76 1.000.89
1.00-0.77
0.72
-0.29
-0.86
0.67
-0.33
-0.27
0.35
-0.04
-0.59
0.79
-0.30
0.02
-0.54
0.72
-0.02
-0.56
0.37
0.28
-0.70
0.42
-0.08
-0.25
-0.23
-0.49
0.08
-0.12
0.45
-0.41
0.61
0.16
0.52
0.24
0.57
0.05
0.04
0.63
-0.14
0.63
0.55
-0.10
0.69
0.21
0.27
0.23
0.34
0.09
-0.48
-0.25
0.85
-0.40
IV26
IV27
IV28
-0.64
0.24
-0.30
-0.48
0.17
0.09
0.74
-0.01
0.30
0.61
-0.18
-0.05
0.57
0.13
-0.15
0.61
-0.22
0.78
-0.60
0.35
0.71
-0.59
0.14
0.39
-0.67
0.25
-0.03
-0.24
-0.01
0.53
-0.25
-0.56
0.45
-0.27
0.67
-0.04
0.55
0.56
-0.49
0.25
0.21
-0.02
-0.04
0.66
0.15
0.06
0.71
-0.31
0.29
0.60
-0.84
0.09
-0.13
-0.43
0.81
0.02
IV29
IV30
IV31
0.45
-0.27
-0.28
-0.34
-0.38
0.25
0.24
0.18
-0.52
0.37
0.22
0.37
0.05
0.40
0.33
0.12
-0.46
-0.12
-0.14
-0.23
0.57
0.47
0.36
0.70
0.23
0.38
0.26
0.68
0.41
0.07
0.23
0.38
-0.16
-0.19
-0.05
0.00
-0.47
0.58
-0.21
0.51
0.60
0.04
0.40
0.41
0.18
-0.40
0.16
-0.17
0.21
-0.43
-0.23
-0.61
0.67
-0.27
0.15
-0.14
0.71
-0.09
0.35
0.06
0.29
-0.67
0.05
-0.45
-0.29
-0.82
-0.46
-0.84
-0.41
-0.39
-0.20
-0.47
IV32
IV33
IV34
IV35
0.52
-0.42
0.31
0.07
-0.48
0.29
-0.55
-0.47
-0.66
0.41
-0.50
-0.34
-0.24
-0.03
-0.38
-0.55
-0.43
0.47
-0.71
-0.53
0.22
-0.31
0.87
0.90
0.12
-0.31
0.73
0.78
0.48
-0.48
0.83
0.79
0.17
-0.04
0.38
0.44
-0.74
0.49
-0.04
0.17
0.60
-0.70
0.55
0.37
0.33
-0.24
-0.40
-0.49
0.32
-0.27
-0.37
-0.54
0.68
-0.59
0.19
-0.05
0.62
-0.70
0.11
-0.15
0.67
-0.34
-0.04
-0.13
0.34
0.03
-0.27
-0.32
-0.22
0.37
-0.83
-0.79
IV36
IV37
IV38
IV39
0.21
0.22
0.11
-0.03
-0.05
-0.18
-0.22
-0.03
0.15
0.11
-0.21
-0.22
-0.05
-0.13
0.05
0.08
0.05
0.10
0.01
0.25
-0.20
-0.27
-0.59
0.37
-0.20
0.08
0.13
0.57
 -0.43
0.68
-0.01
0.06
0.62
-0.42
0.46
0.16
0.23
0.58
-0.20
0.33
-0.29
-0.24
0.33
0.17
-0.12
-0.36
-0.35
-0.25
-0.43
0.00
0.43
0.47
0.76
-0.10
0.62
0.41
0.36
0.02
0.41
0.22
0.13
0.08
-0.18
0.37
-0.08
0.48
0.46
0.23
0.31
0.44
0.64
0.61
0.33
0.14
0.58
0.20
0.16
0.06
0.83
0.14
-0.08
-0.10
-0.36
0.71
-0.64
-0.10
-0.18
-0.44
0.54
-0.29
IV40
IV41
IV42
IV43
IV44
図表５－６　説明変数間の相関（２０００年）
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６．回帰分析結果
（１）モデル
　本研究の研究課題は、社会環境アメニティが人口移動に作用しているか否か、もし作用
しているならば所得増大に伴って社会環境アメニティの作用は強くなってきたか、を実証
的に分析することである。人口移動の決定因としては、実質個人所得の作用が強力である
ことは先行研究から明確であり、気候の作用も一部のケースで認められた。そこで、人口
移動の説明変数としては、実質個人所得、平均気温、社会環境アメニティ指標（３４種類）
を使用し、これらを第４節で説明した修正重力モデルに適用する。「人々は効用の高い地
域へ移住する」が基礎的な仮定であり、効用の構成要素としては所得、自然環境アメニティ
（平均気温）、社会環境アメニティを想定している。
　使用モデルは、（４－２）式を変形した以下の６モデルである。社会環境アメニティ（３４
指標）は相互に非常に高い相関を持つものがあり、多重共線関係を生ずるので全て単独で
使用する。
図表５－７　実質個人所得と社会環境社会環境アメニティ３４指標の相関係数
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　　　モデル１：lnＭｉｊ＝ α＋β１lnＰｉ＋β２lnＰｊ＋β３lnＤｉｊ＋β４ln（ＩＲｊ／ＩＲｉ）
 ＋β５ln（ＡＴｊ／ＡＴｉ）＋β６ln（ＳＡｊ／ＳＡｉ） （６－１）
　　　モデル２：lnＭｉｊ＝ α＋β１lnＰｉ＋β２lnＰｊ＋β３lnＤｉｊ＋β４ln（ＩＲｊ／ＩＲｉ）
 ＋β５ln（ＡＴｊ／ＡＴｉ） （６－２）
　　　モデル３：lnＭｉｊ＝ α＋β１lnＰｉ＋β２lnＰｊ＋β３lnＤｉｊ＋β４ln（ＩＲｊ／ＩＲｉ）
 ＋β６ln（ＳＡｊ／ＳＡｉ）　 （６－３）
　　　モデル４：lnＭｉｊ＝ α＋β１lnＰｉ＋β２lnＰｊ＋β３lnＤｉｊ＋β５ln（ＡＴｊ／ＡＴｉ）
 ＋β６ln（ＳＡｊ／ＳＡｉ） （６－４）
　　　モデル５：lnＭｉｊ＝ α＋β１lnＰｉ＋β２lnＰｊ＋β３lnＤｉｊ＋β４ln（ＩＲｊ／ＩＲｉ）
  　（６－５）
　　　モデル６：lnＭｉｊ＝ α＋β１lnＰｉ＋β２lnＰｊ＋β３lnＤｉｊ＋β６ln（ＳＡｊ／ＳＡｉ）
  　（６－６）
　　　Ｍｉｊ：ｉ地域からｊ地域への移動数。Ｄｉｊ：ｉ地域とｊ地域の間の距離。
　　　Ｐ：人口。ＩＲ：実質個人所得。ＡＴ：平均気温。
　　　ＳＡ：社会環境アメニティ（34指標）。
（２）実質個人所得と平均気温の作用
　先行研究により、戦後日本の国内長距離人口移動には実質個人所得が強い作用を及ぼし
てきたこと、及び平均気温などの気候が一定の作用を及ぼしてきたことが知られている。
そこで、社会環境アメニティの作用を分析する前に、実質個人所得と平均気温の作用を確
認する。
　モデル２とモデル５を計算し比較したところ、β１からβ４に多少の相違はあるものの、
各ケース（年次別・年齢別）にほぼ類似した数値が得られた。すなわち説明変数に平均気
温を追加しても、所得係数は安定的であった。両者の相関係数は、１９７０年０.２８、２０００年０.２０
と小さく、多重共線関係の生ずる恐れは小さい。そこでモデル２の回帰計算結果を図表６
－１に示す。
　実質個人所得ＩＲの係数β４は、高所得地への移動促進を意味する正が期待される。１５
－１９歳は正で５％有意であった。２０－２４歳は１９８０年（ｐ値は０.０６８）を除き、５％有意であっ
た。２５－２９歳は正であったが、１９７０年（５％有意）を除き、１０％有意にならなかった。３０
－３４歳については、１９７０年は正で５％有意であったが、１９８０年、２０００年は負であり、想定
された符号と逆になった。以上のように、年齢では１５－１９歳、２０－２４歳で、時期としては
１９７０年で高所得地への促進を示した。
　平均気温ＡＴの係数β５は、期待される符号は事前には決まらない。アメリカでは、１９６０
年前後に、それまでの高所得で寒冷な北部への流入超過が、低所得で温暖な南部への流入
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超過に転換したために、人々は温暖な気候を選択したと考えられている。日本ではどうで
あろうか。図表６－１からは寒冷地選好と温暖地選好の両者が観察される。１５－１９歳と２０
－２４歳というβ４が正（高所得地への移動促進）のケースでは、β５はほとんどの時期で負
（寒冷地への移動促進）で５％有意であった。すなわち、中学・高校・大学卒業者の年齢階
級では寒冷地への移動を選好していることを意味している。なおこれらのケースでは温暖
な中国・四国・九州から寒冷な北海道・東北へ流入超過が続いている。　
　一方、β５が正（温暖地への移動促進）で５％有意であるケースとして、１９９０年の６０－６４
歳と６５－６９歳がある。この２ケースでは、①他の全地域に対する中国、四国、九州のそれ
ぞれの流入超過数は正であり、北海道、東北はそれぞれ負であり、大都市圏から地方圏へ
の帰還移動の結果とは言いがたい。他の全地域に対する超過数をみると、１９８０年は上記５
地域について流出超過（大都市圏への転出移動が優勢）である場合が多く、２０００年は全て
流入超過（大都市圏からの還流移動が優勢）であった。②また北海道・東北から中国・四
決定係数
AdjR２
係　　数定数項標本数
ｎ年次 ｐ値β５ｐ値β４ｐ値β３ｐ値β２ｐ値β１ｐ値α
（１）年齢合計
0.793
0.837
0.844
0.866
0.792
0.474
0.956
0.968
-0.067
-0.150
0.012
-0.008
0.000
0.159
0.024
0.380
1.727
0.857
1.057
0.377
0.000
0.000
0.000
0.000
-0.835
-0.840
-0.810
-0.847
0.000
0.000
0.000
0.000
1.372
1.287
1.237
1.145
0.000
0.000
0.000
0.000
1.342
1.239
1.232
1.162
0.000
0.000
0.000
0.000
-27.6
-25.1
-23.3
-20.7
90
90
90
90
1970年
1980年
1990年
2000年
（２）１５－１９歳
0.763
0.820
0.825
0.828
0.011
0.002
0.044
0.002
-0.817
-0.803
-0.460
-0.690
0.000
0.000
0.000
0.000
3.753
4.177
2.043
1.891
0.000
0.000
0.000
0.000
-1.169
-1.213
-0.938
-1.099
0.000
0.000
0.000
0.000
1.604
1.455
1.311
1.212
0.000
0.000
0.000
0.000
1.083
0.960
0.917
0.833
0.000
0.000
0.000
0.000
-20.7
-16.8
-15.7
-12.1
90
90
90
90
1970年
1980年
1990年
2000年
（３）２０－２４歳
0.822
0.863
0.840
0.851
0.138
0.030
0.001
0.002
-0.366
-0.431
-0.812
-0.636
0.001
0.068
0.000
0.000
1.746
1.082
2.172
1.990
0.000
0.000
0.000
0.000
-0.786
-0.948
-0.970
-1.078
0.000
0.000
0.000
0.000
1.302
1.237
1.210
1.114
0.000
0.000
0.000
0.000
1.171
1.055
0.927
0.859
0.000
0.000
0.000
0.000
-19.9
-16.3
-13.1
-10.5
90
90
90
90
1970年
1980年
1990年
2000年
（４）２５－２９歳
0.826
0.861
0.874
0.877
0.427
0.826
0.077
0.203
0.187
-0.042
0.351
0.235
0.023
0.900
0.116
0.200
1.098
0.071
0.739
0.572
0.000
0.000
0.000
0.000
-0.758
-0.819
-0.841
-0.822
0.000
0.000
0.000
0.000
1.156
1.196
1.040
0.954
0.000
0.000
0.000
0.000
1.318
1.315
1.291
1.180
0.000
0.000
0.000
0.000
-20.3
-20.6
-16.6
-14.5
90
90
90
90
1970年
1980年
1990年
2000年
（５）３０－３４歳
0.811
0.842
0.852
0.887
0.343
0.977
0.289
0.222
0.225
-0.006
0.240
0.217
0.023
0.999
0.352
0.741
1.057
-0.001
0.422
-0.142
0.000
0.000
0.000
0.000
-0.758
-0.742
-0.731
-0.642
0.000
0.000
0.000
0.000
1.121
1.174
1.140
1.018
0.000
0.000
0.000
0.000
1.363
1.318
1.326
1.189
0.000
0.000
0.000
0.000
-20.7
-21.6
-19.5
-16.7
90
90
90
90
1970年
1980年
1990年
2000年
（６）６０－６４歳
0.698
0.800
0.867
0.540
0.040
0.270
0.183
0.507
0.223
0.363
0.999
0.002
0.747
-0.001
-1.459
0.000
0.000
0.000
-0.951
-0.883
-0.783
0.000
0.000
0.000
1.284
1.272
1.067
0.000
0.000
0.000
1.479
1.472
1.363
0.000
0.000
0.000
-23.7
-23.7
-20.3
90
90
90
1980年
1990年
2000年
（７）６５－６９歳
0.696
0.797
0.834
0.695
0.013
0.524
0.124
0.690
0.150
0.219
0.302
0.017
1.032
-0.584
-1.270
0.000
0.000
0.000
-1.006
-1.022
-0.899
0.000
0.000
0.000
1.326
1.558
1.223
0.000
0.000
0.000
1.446
1.588
1.475
0.000
0.000
0.000
-23.6
-27.6
-23.5
90
90
90
1980年
1990年
2000年
（８）７０－７４歳
0.722
0.777
0.793
0.159
0.242
0.568
0.432
0.347
0.154
0.378
0.712
0.136
0.680
0.226
-0.878
0.000
0.000
0.000
-0.906
-1.071
-0.941
0.000
0.000
0.000
1.377
1.602
1.393
0.000
0.000
0.000
1.396
1.695
1.513
0.000
0.000
0.000
-23.9
-28.7
-25.9
90
90
90
1980年
1990年
2000年
　注）回帰式は、以下のとおり。
　　　１ｎＭｉｊ＝α＋β１１ｎＰｉ＋β２１ｎＰｊ＋β３１ｎＤｉｊ＋β４１ｎ（ＩＲｊ／ＩＲｉ）＋β５１ｎ（ＡＴｊ／ＡＴｉ）
図表６－１　モデル２の回帰計算結果（男）
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国・九州へは流入超過となっている。以上のように、１９９０年の６０－６４歳と６５－６９歳におい
てのみ、温暖地への移動が優勢であることが明確であった。
（３）社会環境アメニティのみの作用
　本節では、修正重力モデルの説明変数に３４種類の社会環境アメニティを用いたモデル６
の結果を報告する。実質個人所得と社会環境アメニティ３４指標は０.８以上の相関係数をし
ばしば持っており（図表５－７参照）、多重共線関係を生じて明確な結果を述べることがで
きない場合が予想される。そこであらかじめ、社会環境アメニティ各指標単独の作用を検
討する。回帰計算結果の一部を図表６－２－１と図表６－２－２に示す。
　１５－１９歳と２０－２４歳は、高所得地である大都市圏への移動が優勢である。この時期は、
経済関連指標（IV１１からIV１４）と生活関連社会資本指標（IV２１からIV２５、IV３０、IV４４）
の作用が強かった。この傾向は、１９７０年で特に強い。
　２５－２９歳と３０－３４歳は、１９７０年は１５－１９歳、２０－２４歳とほぼ同じであった。１９８０年以降
に低所得地である地方圏への還流傾向が強まったが、１９８０年はほとんど有意な指標はな
かった。バブル経済期の１９９０年は経済関連指標（IV１１からIV１４）の作用が強かった。
　６０－６４歳、６５－６９歳と７０－７４歳は、強力な作用が余り認められなかった。６０－６４歳と６５
－６９歳は還流傾向が強いが、１９８０年と１９９０年は経済関連指標（IV１１からIV１４）の作用が強
かった。興味深いのは、２０００年に「看護師・准看護師」が５％有意に、「老人ホーム在所者
数」が１０％有意となったことである。退職後の年齢においては、近年、各種の福祉関連指
標の作用が高まっている可能性がある。
　安全・安心関連の指標のうち「交通事故」と「火災件数」は、１５－１９歳と２０－２４歳にの
み１０％有意の年次があり、２５－２９歳と３０－３４歳、及び退職後の年齢階級には全く有意な作
用が認められなかった。
　「平均寿命」は、しばしば高い有意性を持っていた。「平均寿命」は、地域の衛生・栄養
水準を示す総合指標と考えられるが、平均寿命の高い地域へ人々は吸引されている結果と
なった。
　「生活関連社会資本（道路）」、「上水道給水人口割合」、「下水道排水人口割合」、「住宅ト
イレ水洗化率」などは、「都会的社会環境アメニティ」を表す指標と考えるが、こうした都
会的生活様式は、実質個人所得などの経済状況の良さと固く結びついて、中卒・高卒・大
卒の若者の大都市圏への移動を促進したと考えられる。
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（４）実質個人所得・平均気温・社会環境アメニティの作用（モデル１・３・４）
　１５－１９歳と２０－２４歳の中卒・高卒・大卒の年齢階級では、既に述べたように、実質個人
所得の作用が強く、高所得を求めて人々が移動したという想定に一致する。そこで、実質
個人所得が含まれるモデル１とモデル３を検討する。２５－２９歳、３０－３４歳では１９８０年以降
に還流傾向が強まり、実質個人所得の作用は弱まった。そこで、モデル１とモデル３に加
えて、説明変数が社会環境アメニティであるモデル４を検討する。６０－６４歳から７０－７４歳
においては、移動における所得獲得の目的は小さいと考えられるのでモデル４のみを検討
したが、有意なケースはなかった。
　計算した回帰式が大量なので、①係数の符号：実質個人所得は正、平均気温は正または
負、社会環境アメニティは正、かつ②係数の有意性：実質個人所得は５％有意、平均気温
と社会環境アメニティは１０％有意、という条件に該当するケースを図表６－３にまとめた。
図表６－２－１　モデル６のβ６の回帰計算結果（男、その１）
２５－２９歳２０－２４歳１５－１９歳総　　数
社会環境アメニティ番号
2000199019801970200019901980197020001990198019702000199019801970
△
○
○
○
△
◎
○
○
○
◎
△
○
△
◎
○
△
◎
◎
◎
○
○
○
◎
◎
◎
◎
◎
○
○
○
○
◎
◎
◎
○
１人当り実質純貯蓄現在高
完全失業率（逆数）
有効求人倍率
労働災害度数率（逆数）
IV１１
IV１２
IV１３
IV１４
○◎
△
△
◎◎◎
◎
◎◎◎◎
△
◎
△◎
△
◎
平均寿命（男）
平均寿命（女）
乳児死亡１人当り出生数
人口１０万人当り医師・歯科医師数
人口１０万人当り看護師・准看護師数
６５歳以上人口千人当り老人ホーム在所者数
IV１５
IV１６
IV１７
IV１８
IV１９
IV２０
○
○
◎
◎
◎
◎
◎
◎
○
○
○○
◎
○
○
○
◎
○
◎
◎
◎
△
○
○
○
◎
◎
◎
◎
◎
◎
◎
◎
◎
○
◎
◎
○
○
生活関連社会資本（道路）
上水道給水人口割合
生活関連社会資本（水道）
下水道排水人口割合
生活関連社会資本（下水道）
IV２１
IV２２
IV２３
IV２４
IV２５
△
○
△
◎
△
◎
◎
○
○
○
◎
◎
○
△
◎
◎
○
◎
◎
○
◎
○
◎◎
浴室のある住宅割合
住宅トイレ水洗化率
１人当たり畳数
人口１人当り都市公園面積
生活関連社会資本（都市公園）
人口１００万人当り図書館数
IV２６
IV２７
IV２８
IV２９
IV３０
IV３１
○
◎
○
○
　
○
　
△
　
◎
刑法犯１件当たり人口
交通事故発生１件当り人口
火災１件当り人口
公害苦情１件当り人口
IV３２
IV３３
IV３４
IV３５
○△
△
３－５歳１００人当り保育所在籍者数
３－５歳１００人当り幼稚園在園者数
小学校児童１００人当り教員数
中学校生徒１００人当り教員数
IV３６
IV３７
IV３８
IV３９
○
△
◎◎△
○
○◎◎
◎
◎
◎
○
小学校長期欠席児童数割合（逆数）
中学校長期欠席生徒数割合（逆数）
高校進学率
大学・短大進学率
生活関連社会資本（文教）
IV４０
IV４１
IV４２
IV４３
IV４４
注）標本数は、それぞれ９０。β６が正で、１％有意を◎、５％有意を○、１０％有意を△で示す。
　　モデル６の回帰式は、以下のとおり。
　　１ｎＭｉｊ＝α＋β１１ｎＰｉ＋β２１ｎＰｊ＋β３１ｎＤｉｊ＋β６１ｎ（ＳＡｊ／ＳＡｉ）
－42－
Review of Economics and Information Studies
なお、多重共線関係によって符号条件が不適切な回帰式（例：実質個人所得と生活関連社
会資本指標（IV２１からIV２５、IV３０、IV４４）を含むモデルなど）が除外してある。実質個
人所得と実質個人所得に相関が強い社会環境アメニティが結合して人口移動に作用してい
る場合には、社会環境アメニティが作用しているにもかかわらず係数が負となって除外さ
れているケースがあることに留意が必要である。すなわち、図表６－３は、少なくとも条
件を満たすモデルが確認されたという意味合いの図表である。
　さて１５－１９歳と２０－２４歳については、条件を満たすケースが多く得られた。すなわち、
実質個人所得、平均気温及び社会環境アメニティの３変数で説明するモデル１の有意な場
合が、「完全失業率」、「図書館数」、「刑法犯認知件数」などで見られる。また実質個人所得
と社会環境アメニティで説明するモデル３の有意なケースが、「交通事故発生件数」、「火災
件数」、「公害苦情件数」などの安全・安心指標で多くみられた。また「都市公園面積」、
「住宅の１人当たり畳数」、「生活関連社会資本（道路）」などの住宅指標及び住宅周辺環境
指標で確認された。以上のように、この年齢階級で人口移動に社会環境アメニティが作用
していることは確実と考えられる。但し、図表６－２－１、図表６－２－２で示した社会
図表６－２－２　モデル６のβ６の回帰計算結果（男、その２）
７０－７４歳６５歳－６９歳６０－６４歳３０－３４歳
社会環境アメニティ番号
2000199019802000199019802000199019802000199019801970
△
△
○○
◎
△
△
△
○
△
○
△
◎
△
１人当り実質純貯蓄現在高
完全失業率（逆数）
有効求人倍率
労働災害度数率（逆数）
IV１１
IV１２
IV１３
IV１４
○
△
△
△
◎
△
△△○
△
△
平均寿命（男）
平均寿命（女）
乳児死亡１人当り出生数
人口１０万人当り医師・歯科医師数
人口１０万人当り看護師・准看護師数
６５歳以上人口千人当り老人ホーム在所者数
IV１５
IV１６
IV１７
IV１８
IV１９
IV２０
○
○
生活関連社会資本（道路）
上水道給水人口割合
生活関連社会資本（水道）
下水道排水人口割合
生活関連社会資本（下水道）
IV２１
IV２２
IV２３
IV２４
IV２５
△○◎◎○
○
浴室のある住宅割合
住宅トイレ水洗化率
１人当たり畳数
人口１人当り都市公園面積
生活関連社会資本（都市公園）
人口１００万人当り図書館数
IV２６
IV２７
IV２８
IV２９
IV３０
IV３１
　　刑法犯１件当たり人口
交通事故発生１件当り人口
火災１件当り人口
公害苦情１件当り人口
IV３２
IV３３
IV３４
IV３５
△
○
◎
○△
△
３－５歳１００人当り保育所在籍者数
３－５歳１００人当り幼稚園在園者数
小学校児童１００人当り教員数
中学校生徒１００人当り教員数
IV３６
IV３７
IV３８
IV３９
○
△
小学校長期欠席児童数割合（逆数）
中学校長期欠席生徒数割合（逆数）
高校進学率
大学・短大進学率
生活関連社会資本（文教）
IV４０
IV４１
IV４２
IV４３
IV４４
注）標本数は、それぞれ９０。β６が正で、１％有意を◎、５％有意を○、１０％有意を△で示す。
　　モデル６の回帰式は、以下のとおり。
　　１ｎＭｉｊ＝α＋β１１ｎＰｉ＋β２１ｎＰｊ＋β３１ｎＤｉｊ＋β６１ｎ（ＳＡｊ／ＳＡｉ）
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環境アメニティのみで説明して有意となったケースとは必ずしも一致しない。特に、安
全・安心指標は、実質個人所得と組み合わされて初めて有意となるケースが多く見られた。
　２５－２９歳と３０－３４歳については、条件に適合するケースは少なかった。１９７０年において
は「生活関連社会資本（道路）」が目立つ程度である。この年齢階級では１９８０年以降に還流
傾向が強まったが、還流移動に対する社会環境アメニティの作用はほとんど確認されな
かった。この結果は、図表６－２－１、図表６－２－２の結果とほぼ一致する。
　退職後の年齢階級である６０－６４歳、６５－６９歳と７０－７４歳については、平均気温と社会環
境アメニティで説明するモデル４は、条件に適合するケースは得られなかった。実質個人
所得と平均気温が有意に作用した１９９０年の６５－６９歳でも、３４種類の社会環境アメニティの
それぞれで条件を満たすものは見出すことができなかった。
図表６－３　社会環境アメニティが有意に作用したモデル（男）
３０－３４歳２５－２９歳２０－２４歳１５－１９歳
社会環境アメニティ番号
2000199019801970200019901980197020001990198019702000199019801970
41,31,3
１人当り実質純貯蓄現在高
完全失業率（逆数）
有効求人倍率
労働災害度数率（逆数）
IV１１
IV１２
IV１３
IV１４
43３3
平均寿命（男）
平均寿命（女）
乳児死亡１人当り出生数
人口１０万人当り医師・歯科医師数
人口１０万人当り看護師・准看護師数
６５歳以上人口千人当り老人ホーム在所者数
IV１５
IV１６
IV１７
IV１８
IV１９
IV２０
443
3
3
3
3
3
33生活関連社会資本（道路）
上水道給水人口割合
生活関連社会資本（水道）
下水道排水人口割合
生活関連社会資本（下水道）
IV２１
IV２２
IV２３
IV２４
IV２５
3
3
3
1
3
3
1
3
3
3
1,3
浴室のある住宅割合
住宅トイレ水洗化率
１人当たり畳数
人口１人当り都市公園面積
生活関連社会資本（都市公園）
人口１００万人当り図書館数
IV２６
IV２７
IV２８
IV２９
IV３０
IV３１
　
3
3
3
1
3
3
3
１
３
3
3
3
3
1
3
3
3
1
3
1,3
3
刑法犯１件当たり人口
交通事故発生１件当り人口
火災１件当り人口
公害苦情１件当り人口
IV３２
IV３３
IV３４
IV３５
1３－５歳１００人当り保育所在籍者数
３－５歳１００人当り幼稚園在園者数
小学校児童１００人当り教員数
中学校生徒１００人当り教員数
IV３６
IV３７
IV３８
IV３９
3
3
3
3
3
3
3
1,3
3
小学校長期欠席児童数割合（逆数）
中学校長期欠席生徒数割合（逆数）
高校進学率
大学・短大進学率
生活関連社会資本（文教）
IV４０
IV４１
IV４２
IV４３
IV４４
注）１５－１９歳と２０－２４歳は、モデル１とモデル３が対象であり、２５－２９歳と３０－３４歳はモデル１、３、４が対象である。標本数は、それぞれ９０。
　　本表に掲載した条件は、①係数の符号：実質個人所得は正、平均気温は正または負、社会環境アメニティは正、かつ②係数の有意性：実質個人所得は
５％有意、平均気温と社会環境アメニティは１０％有意、に該当する場合である。
　　モデル１：実質個人所得、平均気温、社会環境アメニティ。モデル３：実質個人所得、社会環境アメニティ。モデル４：平均気温、社会環境アメニティ。
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７．議論
（１）社会環境アメニティの指標選択の難しさ
　社会指標作成で常に課題となるのが指標の選択であるが（伊藤薫（２００５））、人口移動に
対する社会環境アメニティの作用を検討する場合も同様である。例えば、富岡・佐々木
（２００３）は医療サービスを代理する変数として病床数を選び、その係数の符号は正で、１０％
有意の結果を得ている。本研究の基礎データをみると、「人口１０万人当たり医師・歯科医師
数」は関東臨海の方が東北より多いが、「人口１０万人当たり看護婦・准看護婦数」は東北が
多い。選択する指標によって、係数の符号が相違し、結論が相違するであろう。
　社会環境アメニティの指標選択の困難は、指標ごとの加算ができず、総合化が難しいこ
とにも原因がある。個人所得の構成要素である雇用者報酬、個人の財産所得、個人企業所
得は、金額表示であって加算が可能である。しかし、例えば「乳児死亡」、「刑法犯認知件
数」、「都市公園面積」の加算は不可能であるし、その水準の総合化も難しい。
（２）３４種類の社会環境アメニティ全体の作用
　説明変数である実質個人所得、平均気温、社会環境アメニティ（３４指標）の間に強い相
関があり、多重共線性を示している（第６.４節参照）。そこで社会環境アメニティ全体の作用
を取り出すことは可能であろうか。もし可能であれば、時期的な変化も把握できよう。
　３４種類の指標を同時に使用すると、多重共線性のためにEViewsは計算を中止する。そ
こで試みに、主成分分析によってデータを要約してみた。４年次の３４種類の社会環境アメ
ニティ主成分分析を行って得た第１主成分から第５主成分のそれぞれを１０倍して１００を加
えて、５種類の主成分による説明変数を作成した。この措置は対数を取るためにマイナス
の数値を避ける必要があるからである。この５説明変数に実質個人所得と平均気温を修正
重力モデルの説明変数とし、５説明変数が全てゼロという検定仮説を立ててＦ検定を実施
した。その結果、４年次全てで、全ての年齢階級で、有意水準５％で検定仮説は採択され
た。すなわち、社会環境アメニティの作用は認められない結果となった。しかし、これが
生じた要因は、修正重力モデルでは人口変数と距離変数の作用が強力であり、残差に差異
が生じにくいことにあると考えられる。
　社会環境アメニティ全体の作用をＦ検定で確かめる方法としては、人口を説明変数に使
用しない流入超過率モデルを適用することが考えられる。
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（３）安全・安心指標の作用
　近年、生活上の安全・安心が重視されている。「刑法犯認知件数」、「交通事故発生件数」、
「火災件数」、「公害苦情件数」は、１５－１９歳と２０－２４歳については、１９７０年から２０００年まで、
モデル６しばしば係数の符号が正で有意であり（図表６－２－１）、またモデル１あるいは
モデル３でも同様であった（図表６－３）。
　人々の生活上の安全・安心指標は、中学・高校・大学卒業者の年齢階級で高度経済成長
期から国内長距離人口移動に作用していると考えられる。しかし、２５－２９歳、３０－３４歳と
いう就職・結婚・還流移動をする年齢階級と退職後の年齢階級で作用していない結果となっ
た。その理由は何であろうか。
８．結論と残された課題
（１）　結論
　１９７０年、１９８０年、１９９０年と２０００年の国勢調査の年齢５歳階級別の男の１０地方間人口移動
数に対して、所得（実質個人所得）、自然環境アメニティ（平均気温）及び社会環境アメニ
ティ（３４種類）の作用を修正重力モデルによって検討した。従来の諸研究から国内長距離
人口移動に対しては所得が強い作用を及ぼしてきたことが明らかであり、平均気温で代表
される自然環境アメニティも一定の作用を示してきたことが分かっているので、本研究で
は主として社会環境アメニティの作用を検討した。３４種類の社会環境アメニティは多重共
線性があるので、それぞれ個別に説明変数として使用した。年齢区分は１５－１９歳から３０－
３４歳、６０－６４歳から７０－７４歳の７区分である。
　研究課題１「社会環境アメニティは長距離人口移動に作用しているか」については、以
下の結論が得られた。
結論１：社会環境アメニティは、国内長距離人口移動に対して、一定の作用を与えてきた
ことが判明した。その理由は、①実質個人所得と社会環境アメニティを修正項として使用
するモデルでしばしば係数の符合が正で有意なケースが得られたこと、及び②社会環境ア
メニティのみを修正項として使用するモデルでしばしば係数の符合が正で有意なケースが
得られたことである。しかし、あらゆる時期、年齢階級で社会環境アメニティの作用が確
認された訳ではない。
結論２：社会環境アメニティの作用が強く確認されたのは、時期的には高度経済成長期の
１９７０年であり、年齢別では１５－１９歳と２９－２４歳である。１９７０年は多くの社会環境アメニ
ティ指標の作用が確認されたが、水道・下水道、水洗トイレなどの「都会的社会環境アメ
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ニティ」が高所得水準と結びついて、大都市圏への人口移動を引き起こしたと解釈できる。
中卒・高卒・大卒の若者たちの移動には、実質個人所得に加えて都会的社会環境アメニティ
が作用してきた。
結論３：最近注目されている安全・安心指標は、実質個人所得と結びついたモデルの場合
に人口移動に作用した。
　研究課題２「長距離人口移動に対する社会環境アメニティの作用は強まったか」につい
ては以下の結論が得られた。
結論４：社会環境アメニティの作用が認められた指標数の変化をみると、１９７０年の指標数
が最も多く、１９８０年は急激に減少し、１９９０年にやや回復したが２０００年は再び減少したよう
に思われる。３４種類の社会環境アメニティ全体の作用は確認できず、その時期的な変化も
分析することができなかった。
　以上のように、国内長距離人口移動に対する社会環境アメニティの作用は、時期別、年
齢別に、全面的に作用してはいないが、一定の作用が１９７０年から認められた。社会環境ア
メニティの改善は、地域人口の維持・増加の見地でも重要と考えられる。また、長距離人
口移動に対して、所得のみが決定因ではないことが、自然環境アメニティに続いて社会環
境アメニティについても明らかになったことは、地域の経済理論に対しても、一定の知見
を与える結果が得られたと思われる。
（２）残された課題
　残された課題は非常に多い。列挙すると、
課題１：社会環境アメニティの構成指標が適切かどうかを検討すること。重要な指標が漏
れていないか、あるいは不適切な指標を使用していないかの検討が重要である。
課題２：実質個人所得の上昇につれて社会環境アメニティは地域間の差異が解消しつつあ
ると考えられるので、その実証的な把握・整理をすること。
課題３：社会環境アメニティの作用について流入超過率モデルを適用して検討すること。
社会環境アメニティ全体の作用がF検定で把握できれば、時期的な変化や所得増大との関
連が明らかになる可能性がある。
注
（１）富岡・佐々木（2003）は、優れた論文であると評価するが、以下の疑問点がある。
疑問点１：関東、東北の208都市を分析対象としているために、東京都区部と周辺都市が多
数含まれている。東京大都市圏の内部では、日々、大量の通勤・通学移動があるのは周知
のとおりである。そこで、脚注６）（p.43）で説明されている「職住が同一都市でなされて
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いるという仮定」は、成立していないと考えるのが自然であろう。
疑問点２：東京大都市圏は全国から人口を吸収しており（図表1－1－1）、脚注４）（p.42）
の「東北・関東地区における人口移動は、対象地域内での移動が大部分を占めているとい
え、分析対象地域を設定していることがある程度正当化される」の成立に疑問がある。富
岡・佐々木（2003）が分析対象とした1991年から1995年について、住民基本台帳人口移動
報告によれば、東京大都市圏（4都県）の流入超過数は99,533人であったが、関東内陸5県
（茨城、栃木、群馬、山梨、長野）と東北（7県、新潟県を含む）以外との流入超過数は165,758
人となっている。富岡・佐々木（2003）で使用された純移動率という観点からは、東京大
都市圏の純移動数（流入超過数）には、東北・関東以外の圏域との移動の影響がより大き
いと考えられる。この疑問点の解消には、全国を分析対象とするのが適切である。
疑問点３：最低気温は、平均以上が1、平均以下が0のダミー変数とされている。このよう
に取り扱う理由が説明されていないが、最低気温の作用の把握を弱める結果をもたらして
いると推測する。
（２）1970年と1980年調査の結果から5年間ベースで推計した石川義孝（2001）の推計結果
は、若年層や関東の推計結果で若干疑問があり、65歳以上が細分されていないことを合わ
せて、本研究では使用しない（伊藤薫（2004ｂ）、pp.341-342参照）。
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